
①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

件 98,392 374,411 100,000 100,000

％ 98.3 374.4 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 91,548 99,507 100,000 100,000

％ 107.7 101.5 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 97.6 87.9 ― ―

％ 97.6 87.9 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 51,000 53,000 45,000 45,000

％ 113.3 117.8 ― ―
地域とのふれあい、子供たちの参加・活動の成
果発表として貴重な場であるため、継続実施し
ていく。

目標 目標

D B

千円 13,730 178,546 169,751 ―

千円 8,000 173,040 163,280 ―

A

・事業内容の充実を図り、来
場する児童や保護者が一層
楽しく一日を過ごせるように
する。

B

子
育
て
支
援
課

該
当
A B1 A A4

練馬こどもまつ
り事業

遊びを通して、子
どもたちの仲間
づくり、親子のふ
れあいの場を提
供することにより
児童の健全育成
を図るため。

成
果
指
標

予定来場者数
に対する当日
の延来場者数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

事業が定着化し必要性も高い事業である。子
育て支援の充実を図るため、積極的なＰＲを進
めるとともに他の子育て関係機関との連携を
深め、事業内容の拡充に取り組む。また、対象
者のニーズを把握し、一回あたりの参加人数を
増やしていく。

目標 目標

D B

千円 168,149 158,923 151,492 ―

千円 166,400 156,960 149,840 ―

B

今後さらに家庭福祉員など
子育て支援機関と連携する
とともに、多方面から参加を
呼びかけ実施１回あたりの
参加人数を増やし効率性を
確保する。

B
保
育
課

非
該
当
B B1 A A3

保育所維持運
営事務（地域
交流）

地域に開かれた
子育て支援の場
としての役割を担
う

成
果
指
標

実施率
上記２事業の
実施回数/目
標実施回数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

　長期計画に基づき整備を進めているが、２４
年度は区営しか開設できなかったが、ひろば全
体の利用者数は順調に増えている。

目標 目標

AB B

千円 90,408 183,811 159,778 ―

千円 8,000 35,840 33,600 ―

B

今後も、長期計画の実施計
画に基づき、区営、民設の
子育てのひろばを整備す
る。

A

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援

セ
ン
タ
ー

該
当
A A A B2

子育てのひろ
ば整備事務

　乳幼児を持つ
親が安全に安心
して子育てできる
よう支援するため

成
果
指
標

子育てのひろ
ば利用者数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

　区の行政組織を横断的に捉えて必要な情報
をとりまとめ、必要な区民に届けることができる
ものとなっており、良好に進んでいる。

目標 目標

A C

千円 1,300 1,300 1,300 ―

千円 800 800 800 ―

A

　区民の目線に立って情報
を取り入れ、更新回数を増
やし、新しい情報を区民に届
ける。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援

セ
ン
タ
ー

該
当
AA A A A1

子育て支援情
報の提供事務

子育て関連サー
ビスをより分かり
やすく、効果的に
提供するため。

成
果
指
標

民間の子育て
支援団体が提
供するWEB情
報への年間ア
クセス件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費
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平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：111　施策名：地域で子育てを支える】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 23年度 24年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

25年度 26年度

選
定
区
分

実績 実績

達成率 達成率

件 2,156 2,460 2,600 2,600

％ 82.9 94.6 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件 24,774 25,312 29,000 29,000

％ 85.4 87.3 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

率 30 40 50 50

％ 75 100 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 23,331 30,293 31,000 31,000

％ ― 126.2 ― ―
　活動地域も広がり、月別の参加者数も増加し
ている。

目標 目標

AB C

千円 9,792 8,826 8,826 ―

千円 800 1,360 1,360 ―

A
　今後も多くの区民の方に参
加していただくよう、団体と
協力し周知を図っていく。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援

セ
ン
タ
ー

該
当
AA A A A8

外遊びの場の
提供事務

子どものコミュニ
ケーション能力お
よび社会性の向
上を図り、次世代
を担う元気で健
全な子どもを育
成することを目的
とする。

成
果
指
標

外遊びの場の
提供事業参加
人数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

　区が実施している子育て支援事業（育児支援
ヘルパー事業、ファミリーサポート事業）の周
知、普及を促進にもつながっており、良好に進
んでいる。

目標 目標

D A

千円 21,835 14,021 13,854 ―

千円 16,000 6,800 6,320 ―

B
利用率が上がるよう、周知
方法や内容について検討す
る。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

該
当
A A A A7

子育てスタート
応援券交付事
務

区が実施している
子育て支援事業
（育児支援ヘル
パー事業、ファミ
リーサポート事業）
の周知、普及を促
進するために、子
育てスタート応援券
を発行し、新生児
の育児に伴う保護
者の身体的、心理
的負担の軽減を図
り、安心して子ども
を産み育てることの
できる環境を整備
することを目的とす
るため

成
果
指
標

応援券の申請
登録率（申請
登録数/送付
件数）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

　目標とする成果まで達成されなかったが、利
用会員・利用回数が前年度より増加し、この事
業が地域に周知され利用されてきていると考え
られる。

目標 目標

AB C

千円 36,793 27,405 27,353 ―

千円 16,000 6,800 6,400 ―

A
　援助会員の増加につなが
るよう、ファミリーサポート事
業の広報に努める。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援

セ
ン
タ
ー

該
当
B A A A6

育児支えあい
事務（ファミリー
サポート）

区民が主体的に
行う育児援助活
動を支援すること
により、地域住民
の子育てを支援
し児童福祉の向
上を図るため。

成
果
指
標

ファミリーサ
ポート利用延
べ件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

　子育て支援の地域拠点として、より一層の機
能強化を行う子どもと家庭の相談に答え、子ど
もの健全な育成および虐待の防止を図ってい
る。

目標 目標

ABBD

千円 167,390 144,524 211,183 ―

千円 40,000 8,400 8,400 ―

A

　子ども家庭支援センターの
機能を周知し、子育て支援
の地域拠点として子どもと家
庭の相談に答えていく。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援

セ
ン
タ
ー

該
当
B A A A5

子ども家庭支
援センター維
持運営事務
（運営管理）

　子どもと子育て
家庭の総合相
談、子育て支援
サービス、関係
機関との連絡調
整等を行うことに
より、地域と家庭
の子育て力の向
上を図るため。

成
果
指
標

子ども家庭相
談件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費
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平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：111　施策名：地域で子育てを支える】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 23年度 24年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

25年度 26年度

選
定
区
分

実績 実績

達成率 達成率

件 37 39 ― ―

％ ― ― ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 92,506 92,058 100,000 100,000

％ 92.5 92.1 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 82,522 81,125 90,000 90,000

％ 91.7 90.1 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件 11 13 ― 47

％ 100.0 100.0 ― ―

　目標を達成した計画事業も年々増えてきてお
り、公募区民を含む次世代育成支援推進協議
会でも平成23年度の進捗状況を報告し、了承
を得ている。また、目標達成となっていない計
画事業においても、全般的に進捗状況は上
がってきており、計画推進事務は全体として良
好に進んでいると言える。今後、次世代育成支
援行動計画と子ども・子育て支援新制度との整
合性をどう取っていくかという課題はあるが、新
制度への円滑なシフトも見据え、平成26年度末
の達成に向け、事業を実施していく。

B

・計画を着実に推進していく
ため、各計画事業の進捗状
況を把握し、行政評価と行
動計画独自の評価を連動さ
せて、点検・評価を行う。
・子ども・子育て会議にて、
次世代育成支援行動計画の
進捗状況を報告し、委員か
ら意見をいただき、各計画事
業の主管課にフィードバック
していく。

B

子
育
て
支
援
課

該
当
A A A A

目標 目標

A A

千円 3,490 2,458 19,660 ―

千円 3,200 2,400 13,600 ―

12
次世代育成支
援行動計画推
進事務

次代を担う子ども
たちが健やかに
生まれ、育つこと
のできる地域社
会づくりを進める
ため。

成
果
指
標

・計画事業の
達成数（平成
22～26年度）
※後期計画
（平成22～26
年度）の計画
事業数は、47

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

ホームページの各種手当の内容を充実したこ
とによって、子育て世帯およびひとり親家庭等
への手当制度および手続き方法がわかりやす
くなった。また、各種手当の支給は、子育て世
帯およびひとり親家庭等にとって、必要な経済
的支援である。

目標 目標

D B

千円 16,354,241 14,818,859 14,454,482 ―

千円 72,000 74,400 80,560 ―

B

①第３子誕生祝金の継続に
ついて検討を行う。
②一部業務委託の拡大につ
いて検討を進める。

B

子
育
て
支
援
課

非
該
当
B B1 A B11

児童手当等事
務

家庭における生
活の安定と次代
の社会を担う児
童の健全な育成
および資質の向
上を図るため。

成
果
指
標

児童手当（平
成22年度・23
年度は子ども
手当）の受給
対象児童数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

子育て世帯への経済的支援策としての必要性
は高く、わかりやすく利用しやすい制度である。
また、事務処理方法も簡素化され、効率的に運
用されている。

目標 目標

A B

千円 3,477,596 3,405,466 3,428,023 ―

千円 40,000 42,240 43,120 ―

－

医療費縮減のため、一部業
務委託に資格審査を加え、
受給資格確認を厳格に行
う。

B

子
育
て
支
援
課

非
該
当
B B1 A B10

医療費助成事
務

保護者の負担を
軽減するととも
に、子どもの健や
かな育成に寄与
し、もって児童福
祉の推進を図る
ため。

成
果
指
標

子ども医療費
助成の対象人
数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

生活に困窮している世帯の相談窓口として、総
合福祉事務所があり、入院助産制度が必要な
世帯については、すぐにサービスにつなげられ
る体制がとられている。

目標 目標

D A千円 19,101 27,185 25,325 ―

千円 3,200 7,440 8,240 ―

－

少子化対策の一環でもある
ことから、今後は、子育て支
援関係各所と連携を取り、必
要な世帯には、サービスが
受けられるように体制を整え
ていく。

B

福
祉
部
経
営
課

各
総
合
福
祉
事
務
所

非
該
当
B B1 A B9

入院助産委託
事務

妊産婦で保健上
必要があるにも
かかわらず、経
済的理由により
入院することがで
きない状態にあ
る世帯に対し、助
産施設で入院助
産を受けさせ、母
子の健康の確
保、経済的負担
の軽減を図るた
め。

成
果
指
標

助産実施件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

％ 93.8 94.6 100 100

％ 93.8 94.6 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 90.4 91.0 90 90

％ 100.4 101.1 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 90.4 91.0 90 90

％ 100.4 101.1 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 70.7 77.4 90 90

％ 78.6 86.0 ― ―
低額な保育料で、病児・病後児保育を必要とす
る多くの利用希望者の要望に応えられている。

目標 目標

AB C

千円 56,140 90,746 76,352 ―

千円 2,400 1,600 3,200 ―

A
需要の高い地域への施設増
設を検討する。

A
保
育
課

非
該
当
A A A A4

病児・病後児
保育事務

集団保育が困難
な保育所等に通
所している児童
を一時的に預か
ることにより、児
童の福祉向上を
図るため

成
果
指
標

受入率
利用実人数／
相談件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

保育サービスの利用者は多く、区立保育園の
委託化や私立保育所の新設などを行い、利用
者の要望に応じ保育サービスの拡充をしてい
る。
多様なニーズに対応するため、保護者の要望
を把握する対策が必要である。

目標 目標

AB B

千円 556,337 504,281 511,876 ―

千円 545,600 494,160 501,360 ―

B

①　ニーズの高い事業の実施園
数を増やす、利用率の増に努め
る。
②　多様な保育サービスを実現
するため、保育所の運営業務の
委託化を進めていく。
③　第三者委員会（保健福祉
サービス苦情調整委員）などの
外部苦情窓口に相談できること
の周知を図る。

B
保
育
課

非
該
当
A B1 A B3

保育所維持運
営事務（多様
なサービスの
展開）

多様化する保護
者の就労形態な
どの保育ニーズ
に対応するため

成
果
指
標

利用者の保育
サービスに対
する満足度

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

保育所の運営業務の委託化を進め、児童一人
当たり月額運営費のコスト削減に努めながら、
区民のニーズに応じ保育所の安定的な運営を
図ることができた。
成果目標は達成しているが、引き続き保護者
の要望を把握していく。

目標 目標

A B

千円 14,242,380 13,941,027 15,276,748 ―

千円 9,927,200 8,898,640 8,693,040 ―

B

①　利用者のニーズを把握し、
よりよい保育サービスが実施で
きるように努めていく。
②　多様な保育サービスを実現
するため、費用対効果を踏まえ
て保育所の運営業務の委託化
を進めていく。
③　第三者委員会（保健福祉
サービス苦情調整委員）などの
外部苦情窓口に相談できること
の周知を徹底する。

B

保
育
課
・
保
育
園

非
該
当
A B1 A B

保
育
課

非
該
当
B B1 A B

2
保育所維持運
営事務（保育
所運営）

家庭での保育に
欠ける児童を認
可保育所で適正
に保育するため

成
果
指
標

利用者の保育
サービスに対
する満足度

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

区立保育所の児童一人当たりのコスト（月額
183千円）と比較して私立保育所のコスト（月額
174千円）の方が低いため、保育所の整備にあ
たっては、私立保育所を誘致していく。一方、
区立保育所については、運営業務の委託化を
着実に進めることで児童一人当たりのコストを
抑え、効率的な運営を図る必要がある。

目標 目標

ABC B

千円 10,400 14,720 18,800

1
保育所維持運
営事務（保育
計画）

保育サービスの
量的拡大と質的
向上を図り、区民
が必要なときに、
良質な保育サー
ビスが受けられ
るようにするため

成
果
指
標

入所希望者受入
率
入所児童／（入
所児童数＋待機
児童数）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

事
業
の

方
向
性

B

①　私立保育所の誘致を行う。
②　待機児童の解消を図ってい
くため、既存保育所の改築等に
より定員の見直しを進めていく。
③　現在、業務委託を行ってい
る保育所は引き続き業務委託を
継続していくとともに、委託化計
画に基づき２５年度では２所の
準備委託を開始し、２６年４月か
ら本委託を開始する。

B

―

千円 10,400 14,720 18,800 ―

担
当
課

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：112　施策名：就学前の子どもの成長を支える】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

事
業
の

方
向
性

担
当
課

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：112　施策名：就学前の子どもの成長を支える】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

実績 実績

達成率 達成率

日 1,914 2,349 2,500 2,500

％ 81.4 100.0 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 112 100 100 100

％ 112 100 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 54 80 85 90

％ ― 100 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 88.8 91.0 90 90

％ 98.7 101.1 ― ―
認可保育所や認証保育所へ移行したことによ
り施設数は減ってきているが、保育に欠ける児
童の受け入れ先として役割を果たしている。

目標 目標

D A

千円 157,085 97,978 95,474 ―

千円 4,800 2,000 2,000 ―

－

平成２７年度から「子ども・子
育て支援新制度」が本格施
行される。
現在の保育室事業者のう
ち、地域型保育給付の対象
である小規模保育事業に移
行を希望する事業者に対
し、情報提供等必要な支援
を行う。

B
保
育
課

非
該
当
A A A A8

保育室運営事
務

保育室の運営費
を助成し、安定し
た運営と保育内
容の充実を図る
ため。

成
果
指
標

在籍率
延べ在籍児童
／延べ児童定
員

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

都市型の多様な保育サービスを提供し、認可
保育所を補完する最も大きな受け皿として利
用されている。

目標 目標

AB A

千円 1,441,537 1,608,617 1,678,470 ―

千円 5,600 10,000 13,520 ―

A

①施設の利用率を上げ、か
つ保護者の保育料軽減を図
るという区の姿勢を保ちつ
つ、認証保育所保育料補助
制度について検討する。
②平成27年度から、子ども・
子育て支援新制度が本格施
行することに伴い、事業者に
対し情報提供等必要な支援
を行っていく。

A
保
育
課

非
該
当
A A A A7

認証保育所事
務

施設の運営費等
を助成することに
より、安定した運
営を確保し、保育
内容の充実を図
り、多様な保育
サービス提供の
増進を図るため

成
果
指
標

福祉サービス
第三者評価受
審率
受審施設数／
対象施設数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

本事業により、既設園が安定して運営できてお
り、新設園の誘致もできたことから良好に進ん
でいる。

目標 目標

ABC A

千円 4,693,336 5,767,199 6,271,874 ―

千円 8,000 12,800 13,600 ―

A

①私立保育所の安定した運
営と保育サービスの向上に
努める。
　運営費の助成制度につい
ては、他区の動向や区立の
基準見直し等を踏まえ検討
する。
②新設・改築等に係る補助
制度の継続について検討す
る。

A
保
育
課

非
該
当

A A A AA6
私立保育所運
営事務

私立保育所に対し
て運営費等を助成
することにより、安
定した運営を確保
するとともに、保育
内容の充実や入所
児童・従事職員の
処遇向上を図り、
もって児童福祉の
増進に資するた
め。

成
果
指
標

福祉サービス
第三者評価受
審率
受審園数／受
審目標園数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

　負担の大きい乳児の子育てをしている家庭
のために実施しており、リピーターの利用も拡
大していることから、良好に進んでいる。

目標 目標

A BD

千円 88,463 84,058 71,376 ―

千円 3,200 5,840 5,920 ―

A

　ﾄﾜｲﾗｲﾄ事業について、利
用率が低い日曜・祝日の実
施は拠点化するなど工夫を
して実施する。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援

セ
ン
タ
ー

該
当
A A A A5

子ども家庭在
宅サービス事
業（ショート・ト
ワイライトステ
イ）

一時的に養育に
困難をきたしてい
る子どもを施設
において保育を
することで、子ど
もとその家庭の
福祉の向上を図
るため

成
果
指
標

トワイライトス
テイ延べ利用
日数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

事
業
の

方
向
性

担
当
課

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：112　施策名：就学前の子どもの成長を支える】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

実績 実績

達成率 達成率

％ 94.8 94.7 95 95

％ 99.8 99.7 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 64.4 70.8 90 90

％ 71.6 78.7 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 97 106 98 98

％ 98.9 108.1 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 190 250 280 325

％ 100.0 106.4 ― ―

当面は、預かり保育を実施している私立幼稚
園の認定こども園への移行が見込まれるが、
本事業により確実に整備促進が図られてい
る。

A

①預かり保育・延長保育を
実施している私立幼稚園の
認定こども園への移行を推
奨していく。
②保育に欠ける定員数の拡
大を図る。

A
保
育
課

非
該
当
A A A A

目標 目標

AB A

千円 40,797 53,572 70,365 ―

千円 1,600 1,600 1,600 ―

12
認定こども園
事務

認定こども園に対し
開設準備経費や運
営費等を助成する
ことにより、開園の
促進を行うととも
に、安定した運営を
確保し、就学前の
子どもへの教育、
保育等の総合的な
提供の推進を図る
とともに、保育所待
機児解消の一助と
するため

成
果
指
標

計画達成率
保育に欠ける
児童定員増数
／計画数（年
１施設／保育
に欠ける児童
定員45名増）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

保育所待機児童が多い中、３歳以上児の受け
入れを効率的に行っている。

目標 目標

D A

千円 17,070 17,076 13,816 ―

千円 800 800 800 ―

－

①認定こども園への移行を
推奨する。

②移行の際に、保育室の面
積に余裕がある施設には、
定員増を促す。

③幼稚園在園児預かり保育
実施園を増やす。

B
保
育
課

非
該
当
A A A A11

幼稚園在園児
預かり保育事
務

預かり保育を実
施する私立幼稚
園に対して人件
費等を助成する
ことにより、安定
した運営を確保
するとともに、保
育内容の充実を
図り、もって児童
福祉の増進に資
するため。

成
果
指
標

在籍率
延べ利用者数
／延べ定員数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

在宅で子育てを行っている保護者への緊急時
等における保育の受け皿として
機能している。

目標 目標

D A

千円 12,369 12,096 14,101 ―

千円 3,200 2,480 2,480 ―

－
私立保育所および認証保育
所の新設時には短期特例保
育事業を実施するよう要請
していく。

B
保
育
課

非
該
当
B A A A10

短期特例保育
事務

保護者の疾病、
出産等により一
時的に家庭で保
育することができ
なくなった児童に
対して適切な保
護を行うため

成
果
指
標

受入率
利用実人数／
相談件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

安定的な運営が確保でき、待機児童が多い０
～２歳児の受皿となっている。

目標 目標

D A

千円 272,531 288,284 303,770 ―

千円 5,600 17,840 24,320 ―

－

平成２７年度「子ども子育て
支援新制度」本格施行に向
けて、情報提供等必要な支
援を行う。

B
保
育
課

非
該
当
A A A A9

家庭福祉員
（保育ママ）運
営事務

家庭福祉員（グ
ループ保育室を
含む）の安定的
運営の確保と保
育内容の充実を
図り、もって児童
福祉の向上に資
するため。

成
果
指
標

在籍率
延在籍児童／
延児童定員

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

件数 171 184 194 ―

％ 88.1 94.8 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 2,970 3,346 3,317 3,317

％ 122.8 110.6 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 96.5 97.0 100 100

％ 96.5 97.0 ― ―

施設の増設や定員の弾力的運用により、受入
数を28名増加させるとともに、業務委託の推進
により効率性が向上した。
待機児童は減少したが、保育に欠ける児童は
今後も増加が見込まれることから、既存施設の
改築や定員の弾力的な運用により受入人数の
増加を図っていく。

目標 目標

A B

千円 2,000,4361,876,2132,001,798 ―

千円 1,344,0001,088,4001,106,160 ―

A

①学童クラブの受入人数の
拡大を検討する。
②学童クラブ（新設・既設）の
運営について、委託化を進
める。
③新たな放課後等の受入方
策の検討を行う。

B

子
育
て
支
援
課

非
該
当
B A A A3

学童クラブ維
持運営事務

児童福祉法第34
条の８に規定す
る放課後児童健
全育成事業とし
て、区内の小学
校に在籍する保
育に欠ける児童
に対し、保育およ
び指導を行い、心
身の健全な発達
を図るための学
童クラブ事業の
円滑な運営を図
る。

成
果
指
標

入会希望児童
の入会率

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

事業の本格実施から３年目となり、認知度が高
まったことから、希望者のみの利用ではあるが
利用者数が増加している。また保護者の満足
度においては、安心して就労することができる
等髙い満足度を得られているため、今後も継続
していく。

目標 目標

A C

千円 13,056 15,971 20,352 ―

千円 800 1,440 4,960 ―

A ・利用者負担金を導入する。 B

子
育
て
支
援
課

非
該
当
A A A A

子
育
て
支
援
課

該
当
B A A A

2
ねりまキッズ安
心メール事業

ICT(情報通信技術)
を活用した区の安
全・安心施策の一
つとして、学童クラ
ブ等に児童を通わ
せている保護者が
児童の入退室を
メールで確認するこ
とで、保護者の日中
の不安を解消し、子
育て・就労の支援と
子どもの安全の確
保を図るため。

成
果
指
標

利用者数（各
年度3月末）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

民間の学童クラブということで、施設を弾力的
に運用させることができ、人件費等もＮＰＯ等を
活用しているため、できる限り抑えることができ
ている。これから増えることが予測される待機
児童に対し、民間学童保育を活用しながら、待
機児童の減少に努めていく。

目標 目標

D A

千円 59,291 60,579 61,368

1

放課後児童等
の広場（民間
学童保育）事
務

小学生を対象に放
課後保育に欠ける
児童等の保育およ
び指導を行い、あ
わせて乳幼児対象
の預かり等、地域
の子育てを支援す
る民間事業者に補
助をするため。

成
果
指
標

在籍率

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

事
業
の

方
向
性

－

年間報告書から民間学童ク
ラブの状態は把握できてい
るので、支出などを検証し、
無駄な出費を減らすことで区
からの支出を抑えていく。

B

―

千円 5,600 5,600 5,600 ―

担
当
課

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：113　施策名：学齢期の子どもの成長を支える】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

事
業
の

方
向
性

担
当
課

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：113　施策名：学齢期の子どもの成長を支える】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

実績 実績

達成率 達成率

件数 2 1 1 1

％ 200.0 50.0 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 25,750 29,589 28,000 ―

％ 92.0 105.7 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 662,265 644,094 731,600 731,600

％ 90.5 88.0 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件数 58 64 65 65

％ 95.1 98.5 ― ―

児童放課後等居場所づくり事業と学童クラブ事
業が連携することにより、子供たちの友人関係
など交遊の幅が広がるという効果のほか、各々
の事業に従事するスタッフの交流の機会が増
えることで相互の理解が深まるという効果があ
る。両事業の連携が進むことにより、連携に対
する地域の理解も深まってきており、放課後子
どもプランの必要性も高まってきている。

A

①両事業の連携のさらなる
充実のため、ひろば事業実
施日数拡大に向けた支援
や、学校施設開放事業の充
実を推進する。
②学童クラブ事業とひろば事
業の連携の検証を踏まえ
て、両事業のあり方や新たな
放課後等の居場所づくりに
ついて検討する。

B

子
育
て
支
援
課

該
当
B A A A

目標 目標

AB A

千円 819 927 965 ―

千円 800 800 800 ―

7
放課後子ども
プラン運営推
進事務

　学童クラブ事業
と児童放課後等
居場所づくり（ひ
ろば）事業が、居
場所や遊びを共
有し、連携する中
で、放課後等の
子供たちの生活
を豊かにするた
め

成
果
指
標

ひろば事業と
学童クラブ事
業の連携実施
校数（累計）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

学校応援団ひろば事業への支援やスタッフ会
議等に参加し、連携を深めている。また、保健
相談所に講師を依頼するなど、継続して連携し
ている。
地域とのネットワークづくりを進め、地域の子育
て支援施設の中心としての機能を担っている。

目標 目標

A B

千円 698,980 873,7541,110,295 ―

千円 484,000 632,560 572,880 ―

A
平成25年度から2館で指定
管理者制度を導入する。

B

子
育
て
支
援
課

該
当
B B1B1 B6

児童館維持運
営事務（児童
館）

　練馬区における
児童の健全な育
成を図り、児童の
福祉の増進に資
するため、児童福
祉法第35条の規
定に基づき設置
された区立児童
館の円滑な運営
を図る。

成
果
指
標

来館者の延べ
人数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

周辺に児童館等が無く、地域の子育て支援の
核となる存在である

目標 目標

D A

千円 22,579 14,894 14,689 ―

千円 18,400 11,040 10,560 ―

－

中高生が興味を持つような
事業の実施など、中高生向
きサービスの充実を図ること
により、利用数の増加を見込
む。

B
経
営
課

非
該
当
A B1 A A5

厚生文化会館
維持運営事務
（児童室）

児童が健全な遊
びを通してその健
康を増進し、情操
を豊かにする場
を提供する。

成
果
指
標

来館者の延べ
人数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

放課後子どもプランに基づき、学童クラブと学
校応援団のひろば事業の連携を図るため、小
学校外にある学童クラブは、順次、小学校内に
建設（移設）を行っている。目標を達成できな
かったが、一定の成果を得て概ね順調に進ん
でいる。

目標 目標

D B

千円 285,997 116,640 186,096 ―

千円 8,000 31,280 39,120 ―

B

引き続き、計画に基づき事業
執行を図るとともに、工事実
施にあたっては、内容を精査
し経費や施設機能面での効
率化を更に進める。

B

子
育
て
支
援
課

非
該
当
B B1 A B4

学童クラブ室
等建設事務

　共働き家庭など放
課後保育に欠ける
児童に対して、受入
れて適切な遊びや
生活の場を提供す
るとともにひろば事
業と連携できる活
動場所を確保する
ため。

成
果
指
標

学童クラブの
建設数（件数）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

％ 71 71 73 75

％ 101.4 94.7 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件数 6,687 6,400 6,000 6,000

％ 111.5 106.7 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件数 318 297 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

ひとり親家庭の自立に向けた雇用の機会の確
保や就労の継続と家事・育児の両立に寄与し
ている事業である。

目標 目標

A B

千円 142,287 132,859 144,448 ―

千円 20,000 20,080 19,440 ―

B

・休養ホームについて、補助
金の削減をはかる
・ひとり親家庭自立支援教育
訓練給付金の給付上限を国
基準に引き下げる
・ひとり親ホームヘルプサー
ビスについては、庁内で福祉
事務所や子育て支援課等と
PTを立ち上げ、区の子育て
支援やひとり親支援の在り
方を再考する中で、検討課
題の一つとする。

B

総
合
福
祉
事
務
所

非
該
当
A A A B3

ひとり親対策事
務

ひとり親家庭に対
して、ホームヘル
パー・職業訓練な
どの援助を行い、
対象者の生活に
寄与するため。

成
果
指
標

ホームヘルプ
サービスの利
用世帯数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

社会的・経済的に不安定な状況の中、家族の
悩み事等の相談に適切な指導・援助に努めて
いる。

目標 目標

D A

千円 15,348 12,464 12,523 ―

千円 6,480 3,600 3,600 ―

A

法テラス、生活保護面接相
談員、生活保護ケースワー
カー等関係機関と連携しつ
つ、適切な支援に努める。

B

石
神
井
総
合
福
祉
事
務

所
非
該
当
A A A A2

家庭相談員活
動事務

支援が必要な家
庭への助言指導
を行い、家庭生
活を安定させる。

成
果
指
標

年間相談件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

1

児童虐待防止
対策事業（要
保護児童対策
地域協議会）

虐待などにより保
護を要する児童
（要保護児童）の
適切な保護や、
支援を要する児
童(要支援児童）
およびその保護
者または出産前
から特に支援を
要する妊婦（特定
妊婦）への適切な
支援を図るため

成
果
指
標

要保護児童と
して受理して
いる児童のう
ち支援により
状況が改善し
た割合

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

A

組織体制が強化され、事例対応の積み重ねに
よる職員対応の向上により、関係機関から信頼
を得られる活動が可能となっており、行政内部
での組織的な支援を図ることで、支援内容を深
めることができている。

B

①情報共有のシステム構築
のため、要保護児童対策協
議会の中に
分野別の部会を設置し、より
具体的な方針の検討をす
る。
②行政内部も含め職員研修
を実施し、職員のスキルアッ
プ、レベルアップを図る。

B

目標 目標

A A

千円 25,299 87,068 102,601 ―

千円 24,000 85,600 100,640 ―

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：114　施策名：支援が必要な子どもと子育て家庭を応援する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

成果指標・経費　 26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

単位

評価

事
業
の

方
向
性

担
当
課

非
該
当
B B1 A



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：114　施策名：支援が必要な子どもと子育て家庭を応援する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

成果指標・経費　 26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

単位

評価

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実績 実績

達成率 達成率

件数 10,393 10,929 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件 8 8 9 ―

％ 80.0 88.9 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

日数 ― 475 ― ―

％ ― ― ― ―

実績 実績

達成率 達成率

日 292 554 ― ―

― ― ― ― ―

児童虐待などの問題を抱える世帯の入所も多
く、利用率は高い。
退所（自立）までの期間は、世帯の状況により
差があるが、施設での生活により、生活面の改
善や精神面でのケア等が行われ、退所を見据
えた自立への支援がなされている。

B

指定管理者への委託業務の最
終年度になり、4年間のモニタリ
ング結果や第3者評価で改善し
てきた点等を見直し、さらなる
サービスの改善を図る。特に利
用世帯の退所後の自立生活を
見据えた支援内容の充実を図
る。
また、施設の老朽化に伴う施設
環境整備も必要となっており、施
設内の設備を点検し、順次設備
の修繕等を行っていく。

B
経
営
課

非
該
当
B A A A

目標 目標

D D

千円 73,924 71,050 79,748 ―

千円 800 2,400 2,400 ―

7
母子生活支援
施設維持運営
事務

母子生活者の生
活支援と自立支
援を行うため

成
果
指
標

自立までにか
かった平均日数
（当該年度に退
所した世帯の平
均入居日数）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

自力では回避できない問題を抱える世帯の母
子保護の手段として、区外の母子生活支援施
設への入所が必要となるケースが増えている。
母子世帯が、安心して自立に向けた生活が営
めるなど、有用な活用がされている。

目標 目標

D C

千円 2,642 16,774 21,920 ―

千円 160 5,120 5,120 ―

－

区外での母子保護が必要な
世帯が、安心して自立に向
けた生活が送れるように支
援できる体制として、区外母
子生活支援施設の利用を進
める。

A
経
営
課

非
該
当
B A A B6

区外母子生活
支援施設入所
委託事務

　母子生活者の
生活支援と自立
支援を行うため。

成
果
指
標

自立までにか
かった平均日数
（当該年度に退
去した世帯の平
均入居日数）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

事業報告を見ると、補助金が有効に使われて
いることが伺える。

目標 目標

D A

千円 580 1,300 1,300 ―

千円 80 800 800 ―

－
被補助団体の自主的な活動
なので、特に区として取り組
むことはない。

B
経
営
課

非
該
当
B B1 A B5

社会福祉団体
等の援護事務
(母子寡婦福祉
連合会事業補
助金）

　ひとり親家庭の
女性をはじめとす
る区民の方に対
して、子育て・介
護・就労などに関
する相談、デイ
キャンプなどの体
験学習、自立の
ための啓発など
の事業に対する
助成のため

成
果
指
標

補助金を受け
て実施する事
業数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

福祉的な問題が複合化、複雑化している中で、
相談数が増加し、支援につながっている。区民
に身近な福祉事務所で他の係と連携しながら
支援することが重要である。

目標 目標

D A

千円 72,798 46,467 46,270 ―

千円 60,000 33,520 33,040 ―

－

福祉的な問題が複合化、複
雑化している中で、相談数が
増加し、支援につながってい
る。区民に身近な福祉事務
所で他の係と連携しながら
支援することが重要である。
母子自立支援員部分に国庫
補助金を申請する。

B

光
が
丘
総
合
福
祉
事
務
所

非
該
当
A A A A4

母子自立支
援・婦人相談
員活動事務

要保護女子の保
護を行う。また、
母子家庭および
寡婦のほか一般
女性に対して、生
活一般の相談に
応じるとともに、
自立生活に必要
な援護施策につ
いて、指導、助言
を行うため。

成
果
指
標

相談件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

人 1,913,6371,948,7941,918,0001,919,000

％ 100.1 101.7 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

校 56 55 86 104

％ 100.0 77.5 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件 7 11 減少 減少

％ ― ― ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 98.6 96.8 100 100

％ 98.6 96.8 ― ― 引き続き受診率の向上に努める。

目標 目標

D C

千円 129,264 103,785 109,675 ―

千円 32,000 9,120 9,120 ―

－

医療健診センターと調整をは
かり、受診希望者が効率的
に受診できるように実施する
予定である。また、安全衛生
ニュースの発行により、安全
衛生に関する周知をはかり、
受診率の向上につなげてい
く。

B

教
育
総
務
課

非
該
当
A A A A4

教職員福利厚
生事務

　　職員の健康の
保持増進を図る
ため。

成
果
指
標

定期健康診
断・人間ドック
等受診率

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

　24年度は、登下校時の事故件数が前年度よ
り増え成果の目標達成はできていないものの、
児童の安全な登下校時およびその効率的な体
制への移行は順調にすすんでいるため。

目標 目標

D B

千円 174,643 166,569 164,608 ―

千円 32,000 21,120 18,000 ―

－
通学案内を通じ、交通事故
の減少に努力していく。

B

教
育
総
務
課

該
当
B A A B3

小学校維持運
営事務（学童
擁護事務）

児童の登下校時
の交通安全を確
保するため。

成
果
指
標

児童の登下校
時の交通事故
件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

1
学校応援団・
開放等事業

小学校の児童およ
び地域のために、
学校・地域間の人
材活用および学校
設備の地域活用を
図ることにより、地
域の核としての開
かれた学校づくりを
推進するため

成
果
指
標

学校応援団の
実施する事業
の総参加人数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

A

全小学校で児童放課後等居場所づくり事業が
実施されたことで、事業の周知度が高まってお
り、登録希望者も増加している。また、地域特
性を活かした地域教育資源活用事業および学
校施設活用事業が展開されており、参加者に
好評である。

A

①各学校応援団の事業の充実
や課題解決のため、ブロック別
の情報交換会を構成校を入れ
替えるなど、実施方法に工夫を
加えて情報交換会を実施する。
②学校応援団活動の充実と構
成員の知識啓発を目的として、
引き続き研修を実施する。

B

目標 目標

A C

千円 289,352 322,729 385,190 ―

千円 32,000 48,720 48,800 ―

千円 4,000 1,200 1,200 ―

該
当
A A A

A
特色ある教育活動が実施されるとともに、地域
人材や外部人材の活用人数も伸びていること
から、良好に事業展開されていると判断する。

－

・実施計画等において、取組
項目を精選した記載を意識
させることにより、各活動の
ねらいや目的を明確にさせ
る。

B

子
育
て
支
援
課

2
特色ある学校
づくり推進経費

区立幼稚園、小
学校及び中学校
が、家庭、地域及
び関係諸機関と
連携協力し、地
域や社会に開か
れた学校づくりを
推進するため。

成
果
指
標

当該年度の学校
評価結果をホー
ムページ等で公
開している幼稚
園・小中学校の
割合

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

目標 目標

D A

千円 36,934 30,564 32,700 ―

教
育
指
導
課
・
学
務
課

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：121　施策名：地域の特色を活かした教育を推進する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

成果指標・経費　 26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

単位

評価

事
業
の

方
向
性

担
当
課

該
当
B B1 A



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：121　施策名：地域の特色を活かした教育を推進する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

成果指標・経費　 26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

単位

評価

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実績 実績

達成率 達成率

％ 62 60 80 80

％ 77.3 75.0 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件数 918,869 889,519 720,000 720,000

％ 127.6 123.5 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件数 158 156 ― ―

― ― ― ― ―

他に類似または代替の制度がないこと、補助
金の性質が児童・生徒の就学経費の補助であ
ることから必要性は高いこと、低いコストで成果
を出しており効率性は高いことから、当事業は
良好に進んでいると考える。

－
申請から支払いまでの期間
の短縮、事務の簡素化

B

教
育
総
務
課

非
該
当
A A A A

目標 目標

D A

千円 8,814 10,483 9,084 ―

千円 400 2,160 1,440 ―

7
外国人学校児
童生徒保護者
負担軽減事務

外国人学校に在
籍する児童およ
び生徒の保護者
の負担の軽減を
図るため。

成
果
指
標

 対象者からの
申請に基づく
補助金交付で
あり、各年度
の対象者（申
請者）数も事
前に把握する
ことが難しいた
め、事務事業
評価に適さな
い。

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

教育だより、ホームページ等で適切に情報発信
を行っている。

目標 目標

D A

千円 5,183 6,591 6,138 ―

千円 2,400 3,600 2,880 ―

－
紙面の量、構成などを考慮し
つつ、広告掲載の可能性に
ついて検討する。

B

教
育
総
務
課

非
該
当
A A A A6

教育広報関係
事務

　教育行政の普
及・啓発を図るた
め。

成
果
指
標

区ホームペー
ジのアクセス
件数
（学校関係）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

　一部の学校の活動率は良好に進んでいるも
のの、活動日数については学校間で大きな開
きが生じており、全体としては成果目標を達成
することができなかったため。

目標 目標

A A

千円 13,067 9,686 9,995 ―

千円 6,400 3,600 3,600 ―

A

引き続き「教育だより」への
紹介記事の掲載等広報活動
を継続していく。
また、現状を踏まえ、今後、
学校応援団・ひろば事業との
連携を視野に入れて、運営
を検討していく。

B

教
育
総
務
課

該
当
C A A C5

学校教育一般
事務（学校安
全ボランティア
事業経費）

地域住民の知識
および力を生かし
て、学校内におけ
る児童の安全を
高めるとともに、
児童と地域住民
の交流を推進す
るため

成
果
指
標

活動率（全校
の授業日数の
合計に占める
全校の活動日
数の合計）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

人 441 444 716 492

％ 46.9 47.2 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

校 37 58 62 65

％ ― 100.0 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 10,204 10,426 11,075 ―

％ 91.3 92.8 ― ―

1
幼稚園維持運
営事務（区立
幼稚園）

　区立幼稚園の
適切な維持運営
管理を行い、幼
児教育を振興す
るため。

成
果
指
標

区立幼稚園の
在園児数（各
年5月1日現在
数）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

目標 目標

A A

千円 374,191 434,804 364,163 ―

千円 280,000 289,600 275,600 ―

非
該
当
D B2 A C

全国および区内の幼児数は引続き減少見込み
であり、入園児数の大幅な増加は難しいが、一
方で、特別支援教育や就学前・就園前児童の
教育については着実に役割を果たしており、今
後とも積極的に実施していく必要があるため。

B

適正配置実施計画に基づ
き、平成26年３月をもって区
立幼稚園２園を廃園すること
から、効率的な幼稚園運営
を行っていく。また、引き続き
区立幼稚園の質を維持し、
特別支援教育や幼小連携の
推進を図っていく。

C

A

これまで、幼保小連携の取組は、地域の実情
などに応じて個別的な取組にとどまっていた
が、幼保小連携推進協議会での取組の充実に
向けた意見交換が関係者の意識の変化に繋
がっている。

－
・幼稚園・保育所・小学校へ
の働きかけや取り組みやす
い仕組みの構築を行う。

B

学
務
課

、
施
設
給
食
課

2
幼保小連携推
進事務

幼児教育・保育
および小学校教
育の振興を図り、
幼児・児童一人
一人の望ましい
発達を促すため

成
果
指
標

区立小学校に
おける幼保小
連携の取組の
実施率
※「幼保小中
連携の取組状
況調査」より

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

目標 目標

AC A

千円 ― 17,122 12,154 ―

千円 16,000 17,680 15,120 ―

非
該
当
A A A

千円 ― 16,880 11,360 ―

B

少子化の進行や社会情勢の影響に伴う保護者
の就労状況等（保育所希望者の増加等）を考
慮すると、前年度の就園率を維持できたことは
私立幼稚園の健全な運営および練馬区の幼児
教育の機会の確保が維持できているといえる
ため。

A

前年度同様、幼保一元化に
関する国の動向等を踏まえ
ながら、助成制度等により私
立幼稚園の教育・運営の充
実を進める。

B

教
育
企
画
課

3
私立幼稚園助
成事務

私立の特色と自
主性を尊重しな
がら、公共性を高
めることにより私
立幼稚園の健全
な運営を図るた
め。

成
果
指
標

私立幼稚園在
園児数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

目標 目標

A A

千円 2,381,5192,413,3052,426,747 ―

学
務
課

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：122　施策名：幼稚園教育を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

成果指標・経費　 26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

単位

評価

事
業
の

方
向
性

担
当
課

非
該
当
B B1 A



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

％ 73.2 72.0 64.6 64.6

％ 113.3 111.5 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 19,971 25,246 20,400 20,600

％ 99.9 125.0 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 実施せず 66.1
(全国の平
均正答率)

(全国の平
均正答率)

％ 実施せず 106.4 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 100 100 100 ―

％ 100 100 ― ―

法により定められている事務事業を適正に実
施しており、なお1校当たりの経費が低下してい
ることにより、良好に実施できていると言え
る。、

目標 目標

D A

千円 13,956 10,505 9,217 ―

千円 10,000 5,600 5,040 ―

－

教育課程の管理・運営・実施
について、副校長と教務担
当者研修会で周知徹底を図
る。

B

教
育
指
導
課

非
該
当
A A A A4 教育指導事務

学校における教
育課程、学校指
導その他専門的
事項の指導を通
して、適切かつ円
滑な学校運営を
図るため。

成
果
指
標

教育指導課訪
問における
指導主事等の
指導助言に対
する満足度

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

学力向上を目的とする本事業については、学
力の一端である中学3年生の数学の学力調査
結果を成果指標に設定した。これは学力向上
支援講師が担当する教科として算数・数学が多
いこと、義務教育の最終年である中学3年生の
状況をもって判断することを意図している。その
実績が目標を上回り、効率性と必要性が高いこ
とから本事業は良好に進んでいるものと判断で
きる。

目標 目標

A B

千円 200,923 198,743 192,647 ―

千円 10,400 10,480 9,600 ―

A

・学力向上支援講師の研修
を継続し、指導力の向上を
図る。
・学校図書館支援の充実に
向け、光が丘図書館と連携
しながら人的配置の拡充を
引き続き検討する。

B

教
育
指
導
課

非
該
当
A A A A3

学力向上維持
事務（教育計
画）

児童・生徒の学
力・体力の向上を
図るため。

成
果
指
標

「全国学力・学習
状況調査」中学3
年生・数学
の主として知識
に関する問題の
平均正答率
(目標値：全国の
平均正答率）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

ここ2年間で、特別支援学級における道徳授業
時間数も適正なものになってきており、道徳授
業の年間35時間の完全実施が目前である。

目標 目標

D A

千円 1,780 1,140 660 ―

千円 1,600 960 480 ―

－

道徳授業地区公開講座の講
演会（意見交換会）への参加
率を高めるように、各校の取
組を促す。
そのために、道徳教育研修
会で道徳教育推進教師への
研修を充実させ、魅力的な
意見交換会の実践事例を紹
介する。

B

教
育
指
導
課

非
該
当
A AA A A2

「心の教育」推
進事務

学校における教
育課程、学校指
導その他専門的
事項の指導を通
して、適切かつ円
滑な学校運営を
図る。（子どもの
生きる力を支える
豊かな人間性を
育てるため）

成
果
指
標

道徳授業地区
公開講座の参
加者数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

本事業の目的にある「国際社会に参加・協力で
きる能力」に着目し、中学校3年生の学力調査
結果を成果指標に設定した。これは小学校の
外国語活動指導員、中学校のＡＬＴの配置によ
る指導結果を、最終学年である中学3年生の状
況をもって判断することを意図している。その実
績が目標を上回っており、効率性・必要性も高
いことから、本事業は良好に進んでいるものと
判断できる。

目標 目標

A B

千円 116,048 121,748 121,179 ―

千円 6,000 11,120 9,840 ―

A

・年2回の外国語活動指導員
の研修を継続し、指導力の
向上を図る。
・日本語指導講師派遣事業
については、学校や保護者
の意向を踏まえ、派遣回数
など、これまで以上に柔軟に
運用する。

B

教
育
指
導
課

非
該
当
A A A A1

国際理解教育
推進事務

　児童・生徒が国
際的な交流の機
会等を生かし、教
育活動全体を通
して国際社会に
参加、協力できる
能力と態度の育
成を図るため。

成
果
指
標

区学力調査英
語正答率（中
学校第3学年）
(目標値：期待
正答率）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：123　施策名：小中学校の教育内容を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：123　施策名：小中学校の教育内容を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

実績 実績

達成率 達成率

校 104 104 104 ―

％ 100 100 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 81.9 84.0 85.0 ―

％ 96.4 98.8 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 79 82 80 ―

％ 99.1 102.5 ― ―

教職員のニーズに応え、開催時間等を工夫し、
参加しやすいように努めている。研修参加者を
増やし、また、参加者の満足度を高められるよ
うにしていく。

目標 目標

A A

千円 26,097 20,836 20,617 ―

千円 19,200 14,320 14,320 ―

A
科学教室および研修事業に
ついて、効率性、必要性の
観点から内容を検討する。

B

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

非
該
当
A A A A7

学校教育研究
活動事務

実技研修会や講
演会を通し、教員
の資質の向上を
図るため。また、
科学教室は小中
学生の科学への
関心を高め、科
学的な見方や考
え方を習得させる
ため。

成
果
指
標

研修受講者の
満足度
（アンケート調
査を実施）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

研修に対する事前課題と研修報告書の提出を
課すなど、限られた予算の中で最大限の研修
効果を上げるための取り組みを行っている。

目標 目標

D A

千円 7,984 3,678 4,824 ―

千円 5,600 1,760 2,240 ―

－

区の教育課題に沿って新た
に「防災教育研修会」を立ち
上げた。今後はその成果を
検証し、適正な研修プログラ
ムを継続していく。

B

教
育
指
導
課

非
該
当
A A A A6

教職員研修事
務

各種研修を通し
て、教職員の資
質向上を図り、学
校教育の充実を
図るため。

成
果
指
標

児童生徒の意
識調査「学校
が楽しい」
と答えた児童
生徒の割合

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

平成25年度の研究指定校の新規募集では、10
校募集のところ13校の応募があった。例年研究
指定校の希望は多く、それだけ高いニーズを維
持している。校内研究の活性化は、学校経営
の柱の一つであり、価値のある事業であると言
える。

目標 目標

D A

千円 13,373 11,263 13,117 ―

千円 5,600 3,280 4,160 ―

－

研究発表会へ参加者を増加
させることにより、研究指定
校の研究成果を広めていく。
そのために研究発表会にお
ける参加者数を計上すること
にする。

B

教
育
指
導
課

非
該
当
A A A A5 教育研究事務

学校教育の今日
的課題について
の委託研究及び
自主的研究活動
を通して、職員の
資質向上と学習
指導の充実を図
るため

成
果
指
標

講師を招聘し
た校内研究会
の実施校（園）
数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：123　施策名：小中学校の教育内容を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

実績 実績

達成率 達成率

％ 1.14 1.14 1.00 1.00

％ 87.7 87.7 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件 1,436 1,529 1,400 ―

％ 102.6 109.2 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 開校 46 50 60

％ 100.0 100.0 ― ―

　小中一貫教育の取組が広がるにつれて、成
果を感じる教員が増えてきている。区内の小・
中学校に小中一貫教育の必要性・重要性の認
識が広がってきている。

目標 目標

AB A

千円 17,657 20,030 15,366 ―

千円 14,400 15,360 11,600 ―

A

・小中一貫教育研究グループや
小中一貫教育実践校・連携校を
拡大する。
・小中一貫教育の評価・検証の
仕組みづくりを行う。
・保護者や地域に対して、小中
一貫教育に関する情報発信を強
化する。
・２校目の施設一体型小中一貫
教育校について検討する。
・特別支援教育における小中一
貫教育について検討する。

B

教
育
企
画
課

非
該
当
A A A A10

小中一貫教育
推進事務

全区的に小中一
貫教育を推進す
ることにより、区
立小中学校に通
う児童生徒の「学
力・体力の向上」
「豊かな人間性・
社会性の育成」
「安定した学校生
活」をめざす。

成
果
指
標

小中一貫教育に
関する教員意識
調査における成
果の浸透度（６
項目の平均値）
※24年度から成
果指標を変更。
平成23年度まで
は、小中一貫教
育校（1校）の開
校準備と開校を
成果指標とし
た。

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

不登校や発達障害に係る相談件数の増加に対
応し、教育相談室においては、ペアレント・ト
レーニングや発達支援グループ活動を実施し
ている。また、登校支援担当教育相談員を配置
し、学校訪問相談を実施したり、学校における
ソーシャルスキル・トレーニングや登校支援研
修会の回数を増やしたりすることによって、学
校現場での学校教育相談を支援する事業の充
実を図っている。

目標 目標

A A

千円 123,147 129,170 144,230 ―

千円 20,800 31,120 31,120 ―

A
適応指導教室事業等の充実
により、学校現場での学校教
育相談の支援を図る。

B

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

非
該
当
A A A A9

教育相談運営
事務

幼児・児童・生徒の
心身の発達過程で
生じた諸問題につ
いて、相談や心理
治療を行い、健や
かに成長できるよう
に援助するため。ま
た、不登校の状況
にある児童生徒に
対して、学校と異
なった環境の中で
活動・指導を通して
集団生活への適
応、学習への意欲
化を図り、学校復帰
を支援するため。

成
果
指
標

教育相談室（３
室）における幼
児・児童・生徒
およびその保
護者等の相談
件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

児童・生徒の健全育成を推進するため、本事業
が果たす役割は大きい。近年、社会の変化等
を受け、児童・生徒の悩みや不安などへの適切
な対応が必要である。不登校、いじめ、暴力行
為等の問題行動の未然防止、早期発見・早期
対応につなげるための事業展開が行われてい
ることから概ね良好と評価する。

目標 目標

D A

千円 90,409 87,078 92,125 ―

千円 8,000 4,160 9,280 ―

－

・いじめ防止事業に関しては、よ
り多くの区民に周知するため、啓
発作品等の内容を検討し、充実
していく。
・情報モラル講習会に関しては、
ネットいじめ・なりすまし等の問
題に対応できるよう講習内容を
見直し、改善する。
・スクールカウンセラー配置校が
区内全小中学校となったため、
各校の教育相談内容を充実させ
る。

B

教
育
指
導
課
・
教
育
総
務
課

非
該
当
B B1 A B8

児童生徒生活
指導事務

学校における教
育課程、学校指
導その他専門的
事項の指導を通
して、適切かつ円
滑な学校運営を
図るため。

成
果
指
標

不登校児童・
生徒の出現率

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：123　施策名：小中学校の教育内容を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

実績 実績

達成率 達成率

％ 100 100100(辞退者除く） ―

％ 100 100 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

校 32 34 35 35

％ 100.0 100.0 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 90.8 87.5 ― ―

― ― ― ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 2,448 2,591 ― ―

― ― ― ― ―

国が示している特別支援教育支援員制度の観
点から、また、安定し継続的な人材確保を行う
ため、平成２１年度から従来の学級経営補助
員、指導補佐、移動等介助員を統合して学校
生活支援員、学校生活臨時支援員を配備し
た。

目標 目標

A A

千円 352,071 372,357 377,221 ―

千円 8,000 8,960 8,960 ―

A

校長からの申請に基づき、
学校生活支援員・学校臨時
支援員を配置をするが、実
際に学校の状況を把握し、
職員の配置をする。

B

教
育
指
導
課
管
理
係

学
務
課

非
該
当
A A A A14

学校生活支援
員事務

小中学校におけ
る障害のある児
童・生徒に対して
食事、排泄、教室
の移動補助等学
校生活上の介助
や、発達障害の
児童生徒に対し
て学習活動上の
サポートを行うた
め。

成
果
指
標

学校生活支援
員等配置延べ
人数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

成果指標では目標に達していないが、児童・生
徒にとって適切な就学先を選ぶことができるよ
う相談を行っている。また、相談した児童・生徒
は全員就学している。

目標 目標

D A

千円 9,348 7,340 7,701 ―

千円 8,000 5,920 6,000 ―

－

適切な就学を図るためには
今後も必要性の高い事務で
ある。また、保護者に対し、
就学説明会および電話での
問い合わせ等を通じて、就
学相談および就学先の決定
方法について、よりわかりや
すい説明を引き続き行ってい
く。

B
学
務
課

非
該
当
B A A A13

就学関係事務
（特別支援教
育推進）

区の特別支援教
育を推進していく
とともに、心身に
障害のある児童・
生徒に適切な教
育の場を保障す
ることを基本理念
として、児童・生
徒一人一人の障
害の種類、程度
に応じた適切な
就学を図るため。

成
果
指
標

就学相談にお
ける判定と
保護者の最終
的な希望校が
一致した割合

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

８ブロック内での特別支援学級設置校のバラン
スを考慮し、練馬区長期計画に基づき順次開
設していく。

目標 目標

AB A

千円 241,943 192,574 133,703 ―

千円 22,400 26,000 26,000 ―

A

区立小中学校の余裕教室が
不足している中、地域のバラ
ンス、今後の児童･生徒数の
見込み等さまざまな要素によ
り、特別支援学級の設置を
計画しているが、今後は、学
校の状況を踏まえ、増築等も
視野に入れた対応を検討す
る。

A
学
務
課

非
該
当
A A A A12

特別支援学級
の運営

区立小・中学校
に設置した特別
支援学級の運営
条件を整備し、心
身障害児童・生
徒に教育の場を
保障するため。

成
果
指
標

長期計画に基
づく特別支援
学級の設置校
数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

成果、効率性、必要性の評価を総合的に評価
し、良好に進んでいる。

目標 目標

D A

千円 6,530 6,963 8,575 ―

千円 2,000 2,320 2,400 ―

－
適切な教育に行うことにつな
げるものであるため、今後も
必要性の高い事務である。

B
学
務
課

非
該
当
A A A A11

特別支援学級
奨励事務

特別支援学級在
籍に伴う経費負
担を軽減するた
め。

成
果
指
標

交付率

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：123　施策名：小中学校の教育内容を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

実績 実績

達成率 達成率

部 515 514 511 ―

％ 104.0 101.6 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

― 設計 整備準備 整備 開設

― 100.0 ― ― ―
練馬区長期計画の後期実施計画に基づいて、
着実に整備事務が進んでいることから、本事業
は良好に進んでいるものと評価した。

B
改修工事を行い、２６年４月
に（仮称）学校教育支援セン
ターを開設する。

B

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

非
該
当
A A A A

目標 目標

AB A

千円 36,946 17,900 704,986 ―

千円 4,800 6,320 15,200 ―

16
(仮称)学校教
育支援セン
ター整備事務

総合教育セン
ターを発展的に
改組し、教職員
の研究・研修事
業および教育相
談事業を拡充す
るため

成
果
指
標

（仮称）学校教
育支援セン
ターの整備・運
営

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

部活動は教育活動の一環であり、外部指導員
の配置はその支援策として有効である。

目標 目標

A A

千円 54,553 51,795 55,800 ―

千円 3,200 880 2,960 ―

B

練馬区立中学校部活動外部
指導員人材バンクの活用に
ついて、校長会、副校長会お
よび教務担当者研修会にお
いて文書を配布して、さらな
る周知を図り活用を促進す
る。

B

教
育
指
導
課

非
該
当
A A A A15

部活動指導事
務

学校における教
育課程、学校指
導その他専門的
事項の指導を通
して、適切かつ円
滑な学校運営を
図る。（部活動の
適切な運営を確
保するため）

成
果
指
標

中学校部活動
の設置部数
(目標値：過去
3年間の平均
設置部数）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

％ 97.2 97.2 98.1 98.6

％ 99.6 99.5 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

校 99 99 99 99

％ 100 100 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

指数 1.0 1.5 3.5 5.0

％ 100 100 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 762 804 ― ―

％ 85.4 93.3 ― ―

対象人数の多さから、事務処理において高コ
ストになってしまうことは事実であるが、一方
で、通学区域外の学校を希望し入学する生徒
の人数、割合とも上昇していること、学校選択
制度が区民の間に定着してきていることを踏ま
えれば、一定の評価を与えることができると考
えられるため。

目標 目標

D A

千円 8,299 15,234 20,285 ―

千円 6,400 13,600 17,200 ―

－

①「学校案内」において、保
護者や児童が求める情報を
掲載し、見やすくかつ読みや
すくするよう、原稿作成の際
に学校に協力を求める。

B
学
務
課

非
該
当
B B1 A B4

学校選択制度
関係事務

中学校進学に際
し、児童と保護者
の希望や意思を
可能な限り尊重
することによっ
て、子供たち一
人一人が自らに
適した教育環境
で、個性や能力
を伸ばすため。

成
果
指
標

学校選択制度の
対象児童のう
ち、通学区域外
の中学校を希望
し、その希望した
中学校に入学す
ることができた
児童の割合

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

校舎等改築工事が進み、学校施設の耐震化
は進んでいる。また、学校施設の緑化を進め、
児童・生徒の緑化意識を育み、環境教育の場
となるよう、環境に配慮した学校施設が整備さ
れている。

目標 目標

AB B

千円 812,975 1,368,680 2,910,556 ―

千円 40,000 40,160 42,080 ―

B

設計業務についてプロポー
ザル方式による委託の検証
を準備しつつ、今後もプロ
ポーザル方式による委託を
進めていく。また、引き続き
「みどり３０推進計画」に基づ
く、学校緑化を計画的に進
め、地域のみどりの拠点とし
ての役割を果たしていく。

B

施
設
給
食
課

非
該
当
A A A A3

小・中学校校
舎建設事務

児童・生徒の安
全性が確保さ
れ、より良い環境
のもとでの学校
生活を実現させ
るため。

成
果
指
標

校舎改築計画
の進捗度
①基本設計
0.25②実施設
計0.5③工事
着手0.75④工
事竣工1.0

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

学校の施設設備が経年劣化する中で、児童・
生徒にとって安全かつ良好な教育環境を確保
しているため。

目標 目標

A B

千円 430,148 430,946 447,796 ―

千円 16,000 16,000 15,680 ―

A

学校および関係部署と連
携・協議をしながら、今後も
適時、的確な維持管理の方
法を検討していく。

B

施
設
給
食
課

非
該
当
A A A A2

小・中学校施
設保守・点検
事務

学校施設設備の
保守点検および
清掃を行い、良
好な教育環境の
維持を図る。

成
果
指
標

適切な維持管
理が実施され
た割合

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

「第二期区立施設改修改築計画」、「練馬区公
立学校施設整備計画」に基づき、学校施設の
耐震化および改修事業等を計画とおりに実施
しており良好に進んでいる。

目標 目標

AB A

千円 3,069,727 2,131,095 2,480,996 ―

千円 51,200 188,160 209,520 ―

B

引き続き、学校施設の老朽
具合の現況把握、記録化す
るとともに、学級編制の動向
等の教育環境の変化にも留
意しながら改修計画をたて
施設整備に努めていく。

B

施
設
給
食
課

非
該
当
B A A A1

小・中学校営
繕事務

学校施設設備の
補修等を行い、
良好な教育環境
の維持を図る。

成
果
指
標

  小中学校（校
舎・体育館）の
耐震化率

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：124　施策名：教育環境を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：124　施策名：教育環境を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

実績 実績

達成率 達成率

人 11,687 11,887 ― ―

％ 100 100 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 6.5 6.0前年度より減少 前年度より減少

― 達成 達成 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

千円 347,823 264,003 ― ―

― ― ― ― ― 成果、効率性、必要性それぞれの評価を踏ま
え、総合的に評価した。

目標 目標

A A

千円 2,643,698 3,524,470 3,473,636 ―

千円 3,200 974,720 928,960 ―

A

①各学校の教育目標、教育
計画に基づき策定されてい
る年間執行計画に沿って、
適正な執行をするよう注意
を喚起する。
②厳しい財政状況を踏まえ
た予算の年間執行計画を策
定するよう周知する。
③学務課として高額物品整
備に係る対策を検討する。

B
学
務
課

非
該
当
A A A A7

学校管理運営
事務

学校用家具類、
教材教具等の整
備を通して、教育
環境・教育内容
の充実、質的向
上を図るため。

成
果
指
標

教材教具整備
費等の総額

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

成果、効率性、必要性それぞれの評価を踏ま
え、総合的に評価した。

目標 目標

D A

千円 1,113,117 1,055,504 1,118,949 ―

千円 16,800 22,720 22,720 ―

A

①年度当初の受給申請の
審査結果における「保留」を
減らす。
②就学援助費の受給申請
漏れを減らす。

B
学
務
課

非
該
当
A A A A6 就学援助事務

経済的理由によ
り就学困難な児
童・生徒の保護
者に学用品等費
を援助することに
よって、教育の機
会均等を保障す
るため。

成
果
指
標

当初申請のう
ち認定保留に
なった件数の
割合

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

学校教育法等に基づき、適正かつ効率的に就
学事務を進めているため。

目標 目標

A A

千円 32,609 41,215 45,118 ―

千円 16,000 24,400 28,160 ―

B

引き続き、他部署および小中学
校との連携を保ちつつ、相談に
来た保護者の相談・要望内容を
十分に把握することに努めると
ともに、新たに導入する校務事
務支援システムを活用し、学齢
簿情報の学校との共有化を通じ
て、就学事務のさらなる効率化・
迅速化を推進することで、新入
学予定児童および学齢児童・生
徒の就学の機会を確保する。

B
学
務
課

非
該
当
A B1 A A5 就学関係事務

新入学予定児童
および学齢児童・
生徒の就学の機
会を確保するた
め

成
果
指
標

学齢簿が編製
された小中学
校新入学児
童・生徒の人
数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：124　施策名：教育環境を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

実績 実績

達成率 達成率

項目数 ９項目 １３項目 １７項目 １９項目

％ 100 100 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

　
幼稚園適
正配置計
画策定

学校適正
配置検討

学校適正
配置検討
幼稚園廃
園　2園

学校適正
配置検討

％ 100 100 ― ―

学校の規模や国の動向を把握し、適正化に向
けた課題の整理を行った。

A

過小規模化が継続すると見
込まれる小学校について
は、必要に応じて地域で協
議組織を設け、学校関係
者、保護者、地域住民が教
育活動や学校運営上の課
題を共有し、子供たちのより
よい教育環境にむけて協議
を行う。

B

教
育
企
画
課

非
該
当
A A A A

目標 目標

AB A

千円 2,536 2,400 5,395 ―

千円 1,600 2,400 4,720 ―

9
学校等適正配
置推進事務

児童生徒数の動
向や校舎の改築
時期を踏まえて
適正規模の小・
中学校を地域に
配置することによ
り、児童生徒に
良好な教育環境
を提供する。また
園児数の動向を
踏まえ、区立幼
稚園の適正配置
を進める。

成
果
指
標

区立小・中学
校および区立
幼稚園の適正
配置について
検討し、推進
する。

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

　「学校配備システムの最適化計画」に則り、
各学校における情報化環境の整備、デジタル
教材等を使った情報教育が推進できており、
良好に進んでいる。

目標 目標

A B

千円 668,514 826,924 1,083,727 ―

千円 32,000 39,120 39,680 ―

A

　新校務用パソコンの配備
に対し、学校へのパソコン展
開事業者、既存教育ネット
ワークシステムの維持運用
事業者、コンサル業者間の
連絡を緊密にとり、相互支
援・相互管理を行うことによ
り、効率的で着実なパソコン
配備を行う。

A

教
育
企
画
課

非
該
当
A A A A8

学校情報化推
進事務

　情報機器等の整
備を行うことによ
り、区立学校におけ
る教育の情報化の
推進を支援するた
め。また、子供たち
に関わる個人情報
の一元化とその保
護の厳格化に取り
組むため。

成
果
指
標

「学校配備シス
テムの最適化計
画」における整
備項目（20項
目）の実施率

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

％ 98.9 98.0 99 99

％ 99.8 99.0 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 95 96 99 0

％ 95.8 97.2 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 97 96 95 0

％ 102.5 101.0 ― ―

1
小学校校外授
業事務

自然に親しむこと
によって豊かな
心と健康な体を
養うとともに、集
団宿泊生活を通
して規則正しい生
活態度を身につ
け、児童の健康
増進と教育効果
の一層の充実を
図るため。

成
果
指
標

児童の参加率
（各学校から
の報告による
小学５、６年生
在籍数11,342
人／参加生徒
数）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

目標 目標

A B

千円 124,821 139,307 147,579 ―

千円 4,000 6,240 6,080 ―

非
該
当
B A A A

自然とのふれあいや、規律ある集団宿泊生活
の中で、通常の学校生活では得がたい体験が
でき、児童の健全な心身育成に寄与しているた
め。
また、宿泊施設ではアレルギーなど個別に配慮
を要する児童の受け入れ対応も行っているた
め。

A

・最大引率枠と引率補助者
枠について、基準を見直し、
より分かりやすくなるよう改
善する。
・引き続き、児童の安全対策
の充実を図る。

B

A

自然とのふれあいや、規律ある集団宿泊生活
をする中で、通常の学校生活では得がたい体
験を得ることができる。またこれにより、生徒の
健全な心身育成に寄与している。

A

　今年度も引き続き、インフ
ルエンザ等の感染症拡大と
骨折等の怪我防止に努め
る。

B

教
育
総
務
課

2
中学校校外授
業事務

自然に親しむこと
によって豊かな
心と健康な体を
養うとともに、集
団宿泊生活を通
して規則正しい生
活態度を身につ
け、生徒の健康
増進と教育効果
の一層の充実を
図るため。

成
果
指
標

中学2年生移動
教室生徒の参加
率（H24.12.1現
在の中学２年生
在籍数4,763人
／参加生徒数）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

目標 目標

A B

千円 66,734 109,884 109,781 ―

千円 1,600 3,360 3,360 ―

非
該
当
B A A

千円 8,000 12,800 10,560 ―

A 受診率が高く、良好に実施できている。 －

保育園の行事と健診の日程
が重ならないよう、区立私立
の幼稚園・保育園への連絡
を早めて６月頃に行う。

B

教
育
総
務
課

3
就学関係事務
（健康診断）

就学を予定して
いる幼児の心身
の状態を的確に
把握し、就学に当
たって、保健上必
要な勧告、助言
を行うとともに、
適正な就学を図
るため。

成
果
指
標

受診率（就学時
健康診断受診者
/学齢簿登載者
数）※国・私立に
入学する児童も
いるため目標は
95％

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

目標 目標

D B

千円 8,431 10,291 10,360 ―

教
育
総
務
課

事
業
の

方
向
性

担
当
課

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：125　施策名：児童・生徒の健やかな体の成長を促す】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

非
該
当
A A A



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

事
業
の

方
向
性

担
当
課

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：125　施策名：児童・生徒の健やかな体の成長を促す】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

成果指標・経費　 単位

評価

実績 実績

達成率 達成率

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 8,860 9,230 増加 増加

％ ― ― ― ―

実績 実績

達成率 達成率

校 51 60 63 65

％ 100 100 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 581 609 600 600

％ 95.1 97.1 ― ―

１給食の衛生検査、給食従事者の細菌検査、
食材料の検査により、児童・生徒に安全でおい
しい学校給食を提供した。
２「第２次練馬区小中学校における食育推進計
画」に基づき、学校給食を生きた教材として活
用し、食育の推進を図ることができた。

A

1　学校給食の細菌検査や衛生
検査を実施し、各学校の衛生管
理の徹底をさらに図るとともに、
各学校のアレルギー対応につい
て、関係部課と連携して手引き
の見直しを検討する。
２　「第２次練馬区立小中学校に
おける食育推進計画」に基づく
地場産物の一層の活用に向け、
関係部課と連携して具体的な取
組を行う。

B

施
設
給
食
課

非
該
当
A A A A

目標 目標

A B

千円 52,849 32,218 33,766 ―

千円 48,000 28,400 28,320 ―

7
学校給食運営
事務（食育も含
む）

1給食の衛生検査、給
食従事者の細菌検査、
食材料の検査により、
児童・生徒に安全でお
いしい学校給食を提供
するため。
2｢練馬区小中学校に
おける食育推進計画」
に基づき、学校給食を
生きた教材としてその
推進を図るため。

成
果
指
標

研修、講習会
等へ参加して
いる人数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

　安全でかつおいしい学校給食を提供するた
め、研修等の知識を通じて調理員それぞれの
技術の向上を図り、調理業務委託を含めた調
理体制を整えている。

目標 目標

A B
千円 3,395,8583,327,1833,374,113 ―

千円 1,761,6001,521,6001,500,400 ―

A

　委託調理については、契約の
履行確認のために、教育委員会
事務局調理技能長が巡回により
調理作業の点検・評価を行って
おり、契約仕様に基づく均一的
かつ効率的な調理水準が確保さ
れている。引き続き、履行確認
（委託管理）を続けていく。
　直営調理については、各校の
特徴を生かした様々な取り組み
の成果を全体で共有することに
より、調理作業のレベルアップを
図っていく。

B

施
設
給
食
課

非
該
当

A B1 A A
6
学校給食維持
運営事務

効率的かつ安全
な学校給食を提
供する中で、給食
調理業務委託の
実施等により、一
層の充実を図る
ため。

成
果
指
標

学校給食の調
理業務委託実
施校

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

外部補助指導員の制度は、多くの学校で活用
されており、夏季学校プールを運営するうえで
有効である。
成果、効率性、必要性を総合的に評価し、良好
に進んでいると認識している。

目標 目標

D A

千円 50,880 55,645 60,501 ―

千円 800 6,800 8,320 ―

－

人員の適正な配置のため、
学校プール水泳補助指導員
の増時間申請書の様式を、
具体的な申請となるよう一部
改正する。

B

教
育
総
務
課
・
学
務
課

非
該
当
A A A A5

小中学校維持
運営事務（学
校行事）

スポーツ・文化活
動を通して技術
の向上や心身の
健康に資するた
め

成
果
指
標

連合図工展参
観者

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

学校において、学校保健安全法に基づく学校
環境衛生基準が満たされており、児童生徒およ
び教職員の健康保持の一助となっている。

目標 目標

A B

千円 326,978 321,767 320,817 ―

千円 14,400 9,520 9,520 ―

－

日本スポーツ振興センター
災害共済給付の入力が、校
務支援システムを利用して
各校で行えるようになる。こ
の移行が円滑に行われるよ
う、各校の養護教諭との連
携を密にする。

B

教
育
総
務
課

非
該
当
A A A A4

小中学校保健
管理事務

学校保健安全法
に基づく、学校保
健の推進を図る
ため。

成
果
指
標

環境衛生検
査、統計調査
等、成果指標
の設定が困難
である。

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

％ 95 96 90 90

％ 105.6 106.7 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 63 58 60 60

％ 114.5 96.7 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 26,717 22,340 31,000 ―

％ 86.2 74.5 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 55.1 56.6 58 ―

％ 95.0 102.9 ― ―
施設の老朽化は目立つが、適切な施設の維持
管理、機器の更新等を進め幅広い層に支持さ
れる運営を行ってきている

目標 目標

D B

千円 70,136 54,679 58,347 ―

千円 25,200 26,560 25,680 ―

B
南大泉青少年館の事業等を
見直すことによって、運営面
での効率化を実現したい。

B

青
少
年
課

該
当
A B1B1 B4

青少年館維持
管理事務

①区内の青少年
の健全育成に向
け活動の場を提
供するため
②区民の生涯学
習活動の場を提
供するため

成
果
指
標

青少年館全利
用者に占める
青少年団体・
館主催事業の
割合

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

青少年の提案を事業に反映させたり、自主的な
活動の場を提供することの必要性はますます
高まっている。

目標 目標

A A

千円 38,976 40,413 39,832 ―

千円 28,000 30,000 28,800 ―

B

マンネリに陥らないように、
事業の見直し等を含め検討
し、より時代に合った運営を
していく。

B

青
少
年
課

該
当
B B1B1 B3

青少年館各種
講座等事務

次代を担う青少
年の余暇の充実
を図るとともに、
実生活に役立つ
知識や技術の習
得を図るため

成
果
指
標

事業の延参加
者数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

１　新成人だけでなく、家族からの問い合わせも
多く、区への期待も大きい。
２　悪天候にも関わらず、4000人近くの新成人
が参加している。
３　祝賀事業という性格から参加者の負担はな
いが、（株）としまえんへの会場設営委託や入
場料金への配慮などにより効率的に運営され
ている。

目標 目標

D A

千円 12,720 15,397 16,142 ―

千円 4,800 8,560 8,240 ―

B

１　雪対策を強化し、参加者
の安全をさらに確保する。
２　式典が静粛に行われるよ
うに運営面を検討する。

B

青
少
年
課

該
当
B A A A2

成人の日のつ
どい事務

成人に達した青
年の新しい門出
を祝福するととも
に、次代を担う青
年たちに明るい
希望を持たせ励
ますため。

成
果
指
標

参加率

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

１　「生きる力」を育む上で効果的な事業となっ
ている。
２　成果目標を達成しているが、参加者一人当
たりのコストが高い。
３　社会形成・社会参加に関する教育（シチズン
シップ教育）として、有効な社会教育事業であ
る。

目標 目標

D A

千円 4,658 7,386 7,222 ―

千円 4,000 6,800 6,560 ―

－

１　中学生の意見発表の機
会の充実を図る。
２　学校推薦やジュニアリー
ダー中級受講者に特定した
募集ではなく、多くの子供が
公平に参加できる事業となる
よう検討する。
３　区政への理解と関心を高
める内容の充実を図る。
４　職員負担の軽減を図り、
コストを縮減する。

B

青
少
年
課

非
該
当
A B1 A A1

練馬子ども議
会事務

子どもたちから区政
に関する意見を聴
取し、子どもたちに
対し、区政や区議
会や選挙の仕組み
について啓発する
とともに、子どもの
権利保障の周知・
啓発を通して青少
年の健全育成を図
る。

成
果
指
標

区政に対する
子どもの意見
を表明する場
として機能して
いたと考える
子ども議員の
割合

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：131　施策名：青少年の自主的な活動を支援する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

成果指標・経費　 26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

単位

評価



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：131　施策名：青少年の自主的な活動を支援する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

成果指標・経費　 26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

単位

評価

実績 実績

達成率 達成率

％ 73 73 90 ―

％ 81.1 81.1 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

％ 52.8 63.0 80 ―

％ 75.4 78.8 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 275 266 299 320

％ 87.3 90.5 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件 101 98 168 ―

％ 60.1 58.3 ― ―

成果指標の繁忙期の期間に限っては利用件数
は３件減となったが、年間利用者数としては約
240名の増である。宿泊者にはリピーターも多
く、自然に親しみながらキャンプ生活を体験す
ることができる施設は貴重である。

目標 目標

D B

千円 7,921 9,488 9,005 ―

千円 2,400 3,440 3,280 ―

B
区報、区ホームページ、チラ
シ等での利用案内をわかり
やすく表記する

B

青
少
年
課

非
該
当
B A A B8

秩父青少年
キャンプ場事
務

青少年団体が自
然に楽しみなが
らキャンプ生活を
体験するため。

成
果
指
標

繁忙期（夏休
み期間7/21～
8/31）の利用
件数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

１　学校と家庭による支援・地域（練馬区青少年
委員会）との連携により青少年の健全な育成を
図ることができている。
２　練馬区青少年委員会との共催により、効果
的な事業の実施・運営ができている。
３　地域におけるさまざまな活動へ、学んだ成
果が活かされている。

目標 目標

D AB

千円 11,915 15,238 14,506 ―

千円 8,000 11,120 10,640 ―

B

１　地域課題に基づいたプロ
グラムの内容について検討
する。
２　受講生が講習会終了後
の見通しを持てるよう育成す
る。
３　学んだ成果を活かすこと
のできる環境整備を行う。

B

青
少
年
課

該
当
B B1 A A7

青少年育成活
動事務（ジュニ
アリーダー）

学校・学年を越え
て、仲間づくりの
リーダーとして役立
つキャンプやレクリ
エーションなどの知
識や技術を学び、
地域におけるグ
ループ活動や子ど
も会活動において
中心的役割を担う
ジュニアリーダー
（青少年のリー
ダー）を育成するた
め。

成
果
指
標

ジュニアリー
ダー養成講習
会修了生の人
数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

地域で活動した青少年は他の事業へもボラン
ティアとして積極的に参加している状態にあり、
良好に進んでいる。

目標 目標

D B

千円 14,330 14,424 14,791 ―

千円 4,000 4,240 4,080 ―

B

・青少年委員に子ども会事業
での青少年スタッフの活用を
求める
・子ども会事業の活動以外で
も地域で行われるお祭りや
児童遊園等での催しにも青
少年スタッフを案内する。

B

青
少
年
課

該
当
B A A B6

青少年育成活
動事務（青少
年委員）

青少年の健全育
成のため

成
果
指
標

青少年がス
タッフとして参
加している子
ども会事業の
割合

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

学級生及び家族・関係者の評価は高く、成果も
あるが、学級生の定年制や講師・協力者の高
齢化等課題はある。

目標 目標

D A

千円 27,049 28,327 28,691 ―

千円 18,000 19,440 18,560 ―

B
引き続き定年制の導入を検
討する。

B

青
少
年
課

非
該
当
B B1B1 C5

心身障害者学
級事業

生活学習、趣味、
スポーツ活動を
通じて学級生相
互の連帯感を高
めつつ、生活を豊
かな充実したもの
にするため

成
果
指
標

障害者青年学
級全体の参加
率

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表

事
業
の

方
向
性

担
当
課

【施策番号：131　施策名：青少年の自主的な活動を支援する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

成果指標・経費　 26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

単位

評価

実績 実績

達成率 達成率

％ 73.2 72.8 85 ―

％ 86.2 85.8 ― ―
子ども達のため、地域の活性化のため、自然確
保のため、運営は良好に進んでいる。

B

・子ども対象の事業が開催さ
れていない遊び場での行事
を行えるようにする。
・定期的に清掃・除草などを
行い、外からでも遊び場全体
を見渡せることにより、こども
たちへの犯罪を未然に防ぐ。

B

青
少
年
課

該
当
B A A B

目標 目標

D AB

千円 32,333 25,222 25,070 ―

千円 8,000 5,120 4,960 ―

9
遊び場運営事
務

子どもたちが身
近な場所で気軽
に安全に遊べる
ようにするため

成
果
指
標

遊び場におけ
る子ども対象
事業の実施率

経
費

投入経費

上記のうち
人件費



①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

総合評価理由

実績 実績

達成率 達成率

件数 1 1 1 ―

％ 100.0 100.0 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 76,453 83,300 85,110 ―

％ 90.1 98.7 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

件数 1,713 1,688 1,800 1,800

％ 87.8 86.6 ― ―

実績 実績

達成率 達成率

人 4,557 8,633 12,000 15,000

％ 76.0 95.9 ― ―

中高生が児童館を利用することは施設の有効
利用の面からも、また地域においても児童を長
い期間で育成していくという視点からも効果が
高い。

B

25年度は、指定管理者制度
を導入した2館で週６日実施
となり、合計８館での実施と
なる。定期的に館職員同士
の実践交流の機会を持ち、
各館での事業の幅を広げる
ように努める。

B

子
育
て
支
援
課

非
該
当
B A A B

目標 目標

AB A

千円 22,071 123,750 112,789 ―

千円 16,000 116,320 104,800 ―

4

児童館維持運
営事務（中高
生の居場所づ
くり）

中学生、高校生
の居場所および
自己実現の場を
確保し、もって青
少年の健全育成
に資することを目
的とする。

成
果
指
標

中高生の居場
所づくり事業
来館者延べ人
数（区直営事
業分）

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

1
青少年問題協
議会等事務

青少年に関する
総合施策の樹立
に必要な事項を
調査 ・審議し、区
長に具申するとと
もに、関係行政機
関相互の連絡を
図るため。

成
果
指
標

青少年問題協
議会から具申
された意見数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

目標 目標

A A

千円 5,412 3,967 3,957 ―

千円 4,000 2,560 2,480 ―

該
当
A A A A

パンフレット、ポスターにより青少年育成活動方
針を分かりやすく周知することにより、青少年本
人、青少年を取り巻く大人たちの、行動の指針
となっており、良好に進んでいる。

A
青少年問題協議会委員構成
のあり方を引き続き検討す
る。

B

A
青少年の健全育成について地域住民が一丸と
なって取り組んでおり良好に進んでいる。

A

地区委員会の活動紹介・報
告について、わかりやすい区
ホームページづくりに努め、
区民の周知を図り、参加に
つなげる。

B

青
少
年
課

2
青少年育成活
動事務（地区
委員会）

地域において次
代をになう青少年
の健全育成を図
るとともに、青少
年をめぐる社会
環境の浄化に努
めるため。

成
果
指
標

地区委員会の
事業に参加し
た青少年の数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

目標 目標

A B

千円 57,964 89,830 82,632 ―

千円 7,200 4,240 4,080 ―

該
当
A B1 A

千円 8,000 40,160 34,400 ―

A

「健やか運動」のPRにおける「健やかカレン
ダー」や、　地域における子供たちの安全のた
めに行う「子ども防犯ハンドブック」の配布作成
は、区民より概ね好評を得ており、青少年健全
育成による環境浄化と非行防止につながり、運
動の啓発・周知に役立っているといえる。

B

緊急避難所事業の「ひまわり
110番」表示板の統一に向け
て、計画的な作成・配布を行
う。

B

青
少
年
課

3
青少年育成活
動事務（推進
運動）

青少年の健全育
成における環境
浄化と非行防止
のため

成
果
指
標

「健やか運動」
協力店の数

経
費

投入経費

上記のうち
人件費

目標 目標

A AB

千円 9,986 7,009 7,147 ―

青
少
年
課

事
業
の

方
向
性

担
当
課

26年度

選
定
区
分

実
施
体
制

成果指標・経費　 単位

平成25年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：132　施策名：家庭・学校・地域で連携して青少年の健全育成を推進する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的 23年度 24年度 25年度

前
年
度
改
善
案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

協
働
事
業

評価

該
当
B A A


